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１．事業報告 

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

 当社は、取締役会において上記体制につき、次のとおり決議しております。 

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制ならびに

当社および親会社・子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ⅰ）当社グループ全体のコンプライアンス活動を統括する組織として、当社社長を委員長とする「タ

カラバイオコンプライアンス委員会」を設置し、運営する。 

ⅱ）同委員会は、その上位組織である当社の親会社の宝ホールディングス株式会社内に設置されてい

るリスク・コンプライアンス委員会（当社からも委員およびワーキングメンバーを派遣）が制定

する「宝グループコンプライアンス行動指針」により、当社グループの役員・社員のひとりひと

りが遵守すべき「法・社会倫理」に関わる行動指針を明示し、集合研修や職場での日常的指導等

を通じてグループ内の役員・社員を教育する。 

ⅲ）反社会的勢力に対しては、当該行動指針を遵守することにより毅然として対応し、一切の関係を

持たない。 

ⅳ）役員・社員がグループ内の業務上の法令違反および不正行為を発見した場合において、通常の業

務遂行上の手段・方法によっては問題の解決・防止が不可能または困難であるときの通報窓口と

して、「宝グループヘルプライン」を宝ホールディングス株式会社の総務部門内および社外第三

者機関に設置し、運営する。通報等の行為を理由とする通報者の不利益取扱は禁止し、この旨を

グループ全体に周知する。 

ⅴ）「内部監査規程」に基づく内部監査を実施し、当該内部監査の結果をふまえて必要な対策を講じ

ることにより、職務執行の適正の確保に努める。なお、内部監査担当部門は、被監査部署等に対

して十分な牽制機能を確保するための独立した組織とする。 

ⅵ）当社グループでは、関連法規および東京証券取引所が定める上場ルールを遵守し、財務報告の信

頼性を確保するための全社的な体制を整備し、評価・改善を行い、これらの体制整備の充実を継

続的に行う。 

ⅶ）当社と親会社である宝ホールディングス株式会社との関係に関しては、当社は、同社が持株会社

としての連結経営管理の観点から定め、当社を含むグループ各社の独自性・自立性を維持しつつ

グループ全体の企業価値の最大化をはかることを目的として運用する「グループ会社管理規程」

の適用を受け、当社取締役会等で決議された事項や当社および子会社の事業活動状況等の報告を

定期的に同社に対して行う。 

ⅷ）当社と子会社との関係に関しては、各子会社の独自性・自立性を維持しつつ、事業活動等の定期

的な報告を受けることに加え、重要案件については原則として事前協議を行うものとする。ま

た、当社の監査役および内部監査担当部門は、連携して子会社の往査を定期的に実施し、業務執

行の適正確保の観点から監査を行う。 

 

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制 

 取締役および使用人の職務の執行状況を事後的に適切に確認することができるように、株主総会議

事録・取締役会議事録・稟議書（社長決裁書等）その他の決裁書類等の職務執行状況の記録の作成指

針・保管年限・管理体制（情報セキュリティ体制を含む）等に関する社内規程を制定する。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   ⅰ）タカラバイオコンプライアンス委員会が、当社グループの「危機管理」全体を統括し、同委員会 
の監督のもと、各担当部門において「法・社会倫理」「製品・商品の安全と品質」「安全衛生」そ

の他当社グループを取り巻くリスクを防止・軽減する活動に取り組む。 
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ⅱ）緊急事態発生時には、事業継続計画に基づき、必要に応じて社長を本部長として執行役員にて構

成された緊急対策本部を設置した上で、当該事態に対処する。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ⅰ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月

１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。 

ⅱ）社内の指揮命令系統および業務分掌を明確にするため、「職務権限規程」および「業務分掌規

程」を制定し、取締役および使用人による適切かつ迅速な意思決定・執行が行える体制を整備す

る。 

ⅲ）取締役会または各取締役の監督・指導のもと、各担当部門において、または必要に応じて部門横

断的なプロジェクトチームを組織して、効率経営の確保に向けた業務の合理化・迅速化・電子化

等に継続的に取り組む。 

ⅳ）内部監査は、効率性の観点にも立って実施し、当該内部監査の結果をふまえて必要な対策を講じ

ることにより、職務執行の効率性の確保に努める。 

ⅴ）当社子会社においても、当社に準じた管理体制を整備する。 

 

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項お

よび当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役の職務を補助すべき使用人の設置を監査役が必要としたときは、当該使用人が置かれる指揮

命令系統・当該使用人の地位・処遇等について取締役からの独立性を確保する体制を整えた上で、補

助使用人を置く。 

 

⑥ 取締役および使用人による監査役への報告に関する体制その他監査役の監査が実効的に行われるこ

とを確保するための体制 

ⅰ）監査役は、重要な意思決定の過程や業務執行状況を把握するために、取締役会等の重要な会議に

出席し、取締役会議事録・稟議書（社長決裁書等）その他の業務執行上の重要な書類を閲覧し、

必要に応じて取締役および使用人に説明を求める権限を有する。また、有効かつ効率的な監査を

実施するべく、内部監査担当部門は、監査役と緊密な連携を保持する。 

ⅱ）取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従

い、監査役に報告しなければならない。当社子会社の取締役は、当該子会社に著しい損害を及ぼ

すおそれのある事実があることを発見したときは、当該子会社を管理する担当部門を経由して、

当社の監査役に報告する。 

ⅲ）当社の取締役および監査役は、上記の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取

扱いを受けない体制を確保する。 

 

⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

 当社は、監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をしたときは、

当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理

する。 

 

(2) 当該体制の運用状況の概要 

① コンプライアンス体制に関する運用状況 

 当社社長を委員長とする「タカラバイオコンプライアンス委員会」を年２回開催しております。ま

た、当委員会に紐づいた各専門委員会の活動報告および議論の場である各種委員会統合報告会を毎月
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１回開催しております。反社会的勢力に対しては、新規の取引先については、取引開始前に反社会的

勢力と無関係であることの調査を実施するとともに、契約書を締結する場合には、必ず反社会的勢力

排除に関する条項を盛り込むこととしております。また、既存の取引先については、新規の取引先と

同様の調査を年１回実施しております。さらに、当社は、宝グループにおいて、法令違反・不正行為

等に関して直接通報できる「宝グループヘルプライン」を設置しており、コンプライアンス体制の機

能を補完しております。 

② 内部監査に関する運用状況 

 内部監査担当部門は、監査役会と連携して当社および子会社の業務全般を対象に適法性・遵守性の

観点から内部監査を実施しており、また、財務報告に係る内部統制の整備・運用状況を評価し、その

結果を当社社長、取締役会、監査役会へ定期的に報告する等、内部統制・内部牽制の充実に努めてお

ります。報告された問題点等については、担当部署へ指示改善がなされ、適切な改善がなされる体制

となっております。内部監査担当部門が取締役会には年２回、監査役会には定期的に直接報告するこ

となどにより、内部監査担当部門と取締役・監査役との連携を確保しております。 

③ グループ内部統制に関する運用状況 

 当社社長を委員長とする「内部統制委員会」を年２回開催しております。また、常勤監査役および

内部監査担当部門は、海外子会社の往査を実施し、各社の「経営リスク」、「遵法性」、「効率性・有効

性」を検証しております。あわせて各子会社には当社役員を派遣することで内部統制を強化しており

ます。さらに、子会社管理担当部門は、グループ会社管理規程に基づき、各子会社の経営状況および

経営リスクの把握および本社からの情報提供に努めており、重要な子会社情報（重要な決裁、営業情

報等）は、定期的に更新され関係者間で共有化されております。各子会社とは、月次会議（ウェブ会

議システムの利用を含む）の他、四半期ごとの経営会議および予算会議等定期的な会議を通じて意思

の疎通を図っております。 

④ 効率的職務執行体制に関する運用状況 

 取締役会は、社外取締役３名を含む取締役９名で構成されており、社外監査役３名を含む監査役５

名も出席しております。当事業年度においては、12回開催し、各議案について活発な意見交換を行う

審議および決議を行っております。また、取締役の職務の執行にかかる議事録等、業務執行上の重要

な書類について、正確に記録・作成し、適切な情報の保存および管理を行っております。なお、当社

は、執行役員制度を採用しており、役員部長会（兼執行役員会）を原則毎月１回開催し、業務執行に

関する協議・運営を行っております。 

⑤ リスク管理体制に関する運用状況 

 トラブル・事故等が発生した場合は、速やかに経営トップおよび監査役に報告するための緊急時対

応報告制度を構築しており、適切な運用を行っております。 

⑥ 監査役に関する運用状況 

 監査役会は、社外監査役３名を含む監査役５名で構成されており、当事業年度においては、13回開

催し、毎月常勤監査役から社外監査役に日常監査の実施状況の詳細を報告しております。また、監査

役は、監査役会で策定された監査方針、監査実施計画に基づき、取締役会、その他重要な会議に出席

し、取締役の職務執行を監査しております。さらに、監査役会は、外部会計監査人との間で年８回の

協議会を実施しております。 
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２．連結計算書類 
 

連結株主資本等変動計算書 
 

( 2024年４月１日から 
2025年３月31日まで ) 

（単位：百万円） 
 

 

株 主 資 本 その他の包括利益累計額 

非 支 配 
株主持分 

純 資 産 
合 計 資 本 金 

資 本 
剰 余 金 

利 益 
剰 余 金 

自己株式 株主資本 
合 計 

為替換算 
調整勘定 

退 職 給 付 
に 係 る 
調整累計額 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 14,965 32,893 53,471 － 101,330 10,548 △373 10,174 279 111,784 

当 期 変 動 額    
 

      

剰 余 金 の 配 当   △2,047  △2,047     △2,047 

親 会 社 株 主 に 
帰属する当期純利益 

  1,041 
 

1,041     1,041 

自 己 株 式 の 取 得    △0 △0     △0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

   
 

 4,782 218 5,000 69 5,070 

当 期 変 動 額 合 計 － － △1,005 △0 △1,005 4,782 218 5,000 69 4,065 

当 期 末 残 高 14,965 32,893 52,465 △0 100,324 15,331 △155 15,175 348 115,849 
 

（百万円未満は切り捨てて表示しております。）
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連 結 注 記 表 

 

( 2024年４月１日から 
2025年３月31日まで ) 

 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の状況 

① 連結子会社の数 ８社 

② 連結子会社の名称 連結子会社の名称については「事業報告」の「１．企業集団の現況

に関する事項 (5)重要な親会社および子会社の状況 ②重要な子

会社の状況」に記載のとおりであります。 

(2) 非連結子会社の状況 

① 主要な非連結子会社の名称 ViSpot株式会社 

② 連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、また、支配が一時的(2025年５月

１日吸収合併により消滅)であることから、総資産、売上高、当期

純損益および利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響

をおよぼしていないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社 

または関連会社の状況 

該当事項はありません。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社 

または関連会社の状況 

① 主要な会社の名称 

② 持分法を適用しない理由 

 

 

ViSpot株式会社 

持分法を適用していない非連結子会社は、支配が一時的(2025年

５月１日吸収合併により消滅)であることから、当期純損益およ

び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書

類におよぼす影響が軽微であり、かつ、重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は12月31日であり、連結決算日と異なっております。連結計算書類の作成にあたっては、連結

決算日との差異が３カ月以内であるため、それぞれの決算日にかかる計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

② デリバティブ 時価法 

③ 棚卸資産 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
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建物及び構築物 ６～60年 

機械装置及び運搬具 ４～10年 

工具、器具及び備品 ２～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

技術資産 ７～９年 （対価の算定根拠となった将来

の収益獲得期間） 

顧客関連資産 ９年 （同上） 

自社利用のソフトウェア ５年 （社内利用可能期間） 

商標権 10年 （なお、Takara Bio USA, Inc.

が計上した商標権については

非償却） 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・ 

リース取引にかかるリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用

しております。 

所有権移転外ファイナンス・ 

リース取引にかかるリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上しております。 

 

(4) 重要な収益および費用の計上基準 

 当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する、主要な事業における主な履行義務の内容および履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。 

 また、当社グループでは、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含

まれておりません。 

① 試薬および機器 試薬および機器においては、主に試薬の製造販売、機器の販売を行

っております。国内の顧客への商品および製品の販売については、

出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間であるため、主に顧客に出荷した時点で収益を認識しており

ます。海外の顧客への商品および製品の販売については、主にイン

コタームズ等で定められた貿易条件に基づき、運送人引渡時点等の

支配が顧客に移転したと認識した時点で収益を認識しております。 

② 受託 受託においては、主に再生医療等製品関連、遺伝子解析・検査関連

受託等の短期の受託を行っております。このような取引について

は、契約に応じて、主に検収、受領、出荷等の支配が顧客に移転し

た時点で収益を認識しております。 

 

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 重要な外貨建の資産または 

負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連

結子会社の資産および負債は、子会社決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における非支配株主持分および為替

換算調整勘定に含めております。 
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② 重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替変動リスクのヘッジ

について振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用し

ております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 ロイヤリティ支払にともなう外貨建債務 

ヘッジ方針 為替相場の変動による外貨建債権債務への影響を軽減するため、経

理規程に従いヘッジ対象にかかる為替相場の変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段である為替予約は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローを

固定することから、ヘッジ開始時およびその後においても継続して

キャッシュ・フローの変動が相殺されるものであるため、ヘッジ有

効性の判定は省略しております。 

③ 退職給付にかかる会計処理の方法 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額

に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上して

おります。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお

ります。 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税

効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退

職給付に係る調整累計額に計上しております。 

④ のれんの償却に関する事項          のれんの償却については、20年以内の合理的な償却期間を設定し、 

定額法により償却を行っております。 

 

会計上の見積り 

のれんについて 

当社グループは、Takara Bio USA, Inc.においてのれんを計上しており、これは過去、Clontech Laboratories, 

Inc.、Rubicon Genomics, Inc.、WaferGen Bio-systems, Inc.のそれぞれ全株式を取得した際に計上したものであ

ります。 

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度 

のれん 6,516 
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２．識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

Takara Bio USA, Inc.をのれんを含む報告単位として決定し、減損の兆候を判定するための手続きを実施し

ております。報告単位の回収可能価額は、公正価値に基づいて算定しております。公正価値は、主として見積

り将来キャッシュ・フローの割引現在価値により算定しており、当該キャッシュ・フローの見積りには、将来

の成長率等の仮定を使用しております。 

なお、当連結会計年度末において、回収可能価額が帳簿価額を十分に上回っていることから、回収可能価額

の算定に用いた将来の成長率等について合理的な範囲で変動があった場合でも、重要な減損損失が発生する可

能性は低いと判断しております。 

 

連結貸借対照表注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 25,349百万円 

 

２．圧縮記帳 

国庫補助金等により取得した固定資産から直接減額している圧縮記帳累計額は次のとおりであります。 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

工具、器具及び備品 

無形固定資産 その他 

1,337 

3,124 

524 

1 

百万円 

計 4,987  

 

 

連結損益計算書注記 

減損損失 

(1) 資産のグルーピングの方法 

当社グループは、減損の兆候を判定するにあたり、売却予定資産および遊休資産を除き、原則として事業拠点

を１つの単位として、資産のグルーピングを行っております。 

 
(2) 減損損失を認識した資産の種類および金額 

（単位：百万円） 

用途 場所 

種類および減損損失 

建物及び 

構築物 

機械装置 

及び運搬具 

工具､器具及

び備品 

有形固定 

資産-その他 
合計 

遊休資産 

（建物・設備等） 

当社CGCP LIC分室 

（神奈川県川崎市） 
71 16 20 - 108 

事業用資産 

（有形固定資産-その

他等） 

Takara Bio Europe S.A.S. 

スウェーデン支店 

（スウェーデンヨーテボリ） 

- 3 27 238 269 

合計 71 19 48 238 377 

(3) 減損損失を認識するに至った経緯 

当社は、当社ライフイノベーションセンター(LIC)分室の閉鎖にともない、損失の発生が見込まれたことから、

また、Takara Bio Europe S.A.S. スウェーデン支店については、当初想定したスケジュールで投資額の回収が

見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。 
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(4) 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、正味売却価額あるいは使用価値により測定しております。正味売却価額は、 

売却可能性が見込まれないため、使用価値は将来キャッシュ・フローが見込まれないため、それぞれ回収可能価

額を零として評価しております。 

 

連結株主資本等変動計算書注記 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 
 

 
当 連 結 会 計 年 度 
期首の株式数（株） 

当 連 結 会 計 年 度 
増 加 株 式 数 ( 株 ) 

当 連 結 会 計 年 度 
減 少 株 式 数 ( 株 ) 

当 連 結 会 計 年 度 
期末の株式数（株） 

発 行 済 株 式     

普 通 株 式 120,415,600 － － 120,415,600 

合 計 120,415,600 － － 120,415,600 

自 己 株 式     

普 通 株 式 － 113 － 113 

合 計 － 113 － 113 
 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加113株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１ 株 当 た り 
配当額（円） 

基 準 日 効 力 発 生 日 

2024年６月21日 
定時株主総会 

普 通 株 式 利益剰余金 2,047 17.00 2024年3月31日 2024年６月24日 

 
 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 2025年６月24日開催の定時株主総会において、以下のとおり決議を予定しております。 
 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１ 株 当 た り 
配当額（円） 

基 準 日 効 力 発 生 日 

2025年６月24日 
定時株主総会 

普 通 株 式 利益剰余金 2,047 17.00 2025年3月31日 2025年６月25日 

 
 

３．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、安全性の高い金融資産に限定して余資を運用しております。デリバティブ取引については、将 

来の為替相場の変動による外貨建金銭債権債務への影響を軽減する目的で行っており、投機的な取引は行わない 

方針であります。 

(2) 金融商品の内容およびそのリスク 

営業債権である受取手形、電子記録債権および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で 

事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 

有価証券は、満期保有目的の債券であり、債券発行体の信用リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３カ月以内の支払期日であります。また、その一部に

は、商品等の輸入にともなう外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての

営業債権をネットしたポジションについて、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。 

  デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務にかかる為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引、直物為替先渡取引および通貨オプション取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘ

ッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重

要な事項「４．会計方針に関する事項 (5)その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 ②重要なヘ

ッジ会計の方法」をご参照ください。 

(3) 金融商品にかかるリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等にかかるリスク）の管理 

    当社は、営業管理規程および与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主 

な取引先の信用状況等をモニタリングすることにより、回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。なお連 

結子会社においても同様の管理を行っております。 

    有価証券は、経理規程に従い、格付の高い商品のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。 

デリバティブ取引については、取引相手先を格付の高い金融機関に限定しているため、信用リスクは僅少であ

ります。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

    当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物 

為替予約を利用してヘッジしております。 

    デリバティブ取引の執行・管理については、経理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っており 

ます。 

③ 資金調達にかかる流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

    当社は、各部署からの報告に基づき、担当部署が資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持等 

により流動性リスクを管理しております。なお、連結子会社においても同様の方法により、流動性リスクを管理 

しております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

  2025年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) リース債務（流動負債） 193 190 △2 

(2) リース債務（固定負債） 908 835 △72 

 負 債 計 1,102 1,026 △75 
 
（＊１）「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「未払金」については、短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

（注）１．リース債務の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 
 

 １ 年 以 内 
１ 年 超 
２ 年 以 内 

２ 年 超 
３ 年 以 内 

３ 年 超 
４ 年 以 内 

４ 年 超 
５ 年 以 内 

５ 年 超 

リ ー ス 債 務 193 179 172 133 100 321 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

 該当事項はありません。 

 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：百万円） 
 

区 分 
時 価 

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計 

リ ー ス 債 務 （ 流 動 負 債 ） － 190 － 190 

リ ー ス 債 務 （ 固 定 負 債 ） － 835 － 835 

負 債 計 － 1,026 － 1,026 

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明 

リース債務（流動負債）およびリース債務（固定負債） 

 これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加味した利率をもと

に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
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収益認識に関する注記 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

(1) 財又はサービスの種類別の内訳 

（単位：百万円） 

カテゴリー 金額 

試薬 31,995 

機器 1,172 

受託 8,113 

遺伝子医療 3,757 

合 計 45,039 

 

 (2) 地域別の内訳 

（単位：百万円） 

地域 金額 

日本 15,062 

米国 12,997 

中国 8,522 

日本・中国除くアジア 2,855 

欧州 5,248 

その他 353 

合 計 45,039 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「４．会計方針に関する事項 (4) 重要な収益

および費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

３．当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

(1) 契約資産および契約負債の残高等 

当社および連結子会社の契約資産および契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生してい

ないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から、当連結

会計年度に認識した収益に重要性はありません。 

なお、連結貸借対照表上、契約資産は金額的重要性が乏しいため「売掛金」に、契約負債は金額的重要性が乏し

いため「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。 

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

当社および連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に

予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足(または部分的に未充足)の

履行義務は当連結会計年度末において588百万円であります。当該履行義務は受託におけるものであり、期末日後

１年以内に約40％、それ以降に残りの約60%が収益として認識されると見込んでおります。 
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退職給付関係注記 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度および確定拠

出年金制度を採用しております。 

 確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金または年金を支

給します。 

 退職一時金制度（すべて非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給します。 

  一部の連結子会社は、簡便法により退職給付に係る負債および退職給付費用を計算しております。 

 

２．確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

退職給付債務の期首残高 1,977 百万円 

勤務費用 174  

利息費用 6  

数理計算上の差異の発生額 △217  

退職給付の支払額 △158  

その他 △0  

退職給付債務の期末残高 1,782  

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

年金資産の期首残高 977 百万円 

期待運用収益 17  

数理計算上の差異の発生額 △7  

事業主からの拠出額 133  

退職給付の支払額 △75  

その他 △2  

年金資産の期末残高 1,042  

(3) 退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債および退職給付に係

る資産の調整表 

積立型制度の退職給付債務 796 百万円 

年金資産 △1,042  

 △246  

非積立型制度の退職給付債務 985  

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 739  

   

退職給付に係る負債 989  

退職給付に係る資産 △250  

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 739  

(4) 退職給付費用およびその内訳項目の金額 

勤務費用 174 百万円 

利息費用 6  

期待運用収益 △17  

数理計算上の差異の費用処理額 98  

確定給付制度に係る退職給付費用 262  

(5) 退職給付に係る調整額 

 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

数理計算上の差異 308 百万円 

合計 308  
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(6) 退職給付に係る調整累計額 

 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

未認識数理計算上の差異 △224 百万円 

合計 △224  

(7) 年金資産に関する事項 

① 年金資産の主な内訳 

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

債券 41 ％ 

生命保険一般勘定 30  

株式 18  

現金及び預金 10  

その他 1  

合計 100  

② 長期期待運用収益率の設定方法 

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

割引率  

確定給付企業年金 1.779％ 

退職一時金 1.822  

長期期待運用収益率 1.500  

平均昇給率 3.700  

 

３．確定拠出制度 

 当社および一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、279百万円であります。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 959円19銭 

１株当たり当期純利益 8円65銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

（取得による企業結合） 

（Curio Bioscience, Inc.の買収） 

当社の100％子会社であるTakara Bio USA Holdings Inc.（以下、「TBUSH社」という。）は、2025年１月15日（米国現地

時間）にCurio Bioscience, Inc.（以下、「Curio社」という。）株主代表者との間で買収合意契約を締結し、同社株式を

取得し子会社化いたしました。 

 

(1）企業結合の概要 

①被取得企業の名称、株式取得の相手会社の名称、事業の内容 

被取得企業の名称 Curio Bioscience, Inc. 

株式取得の相手会社の名称 被取得企業の株主 
事業の内容 空間解析用研究試薬の開発・製造・販売 

 

②企業結合を行った主な理由 

当社グループは、アカデミアや企業のバイオテクノロジー研究者向けに研究用試薬、理化学機器、受託サー 

ビスを提供しております。中でも、次世代シーケンシング（以下、「NGS」という。）関連試薬の製品開発およ

び販売活動に注力することにより、近年は米国を中心に売上規模も拡大しております。NGS分野は技術の進歩が

日進月歩であり、NGS市場の成長は、単純なNGS解析からシングルセル解析、さらには空間トランスクリプトー

ム解析（以下、「空間解析」という。）へとシフトしていくと予測されております。当社グループにおいて
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も、2017年にシングルセル解析装置を発売、2023年には空間解析の受託解析サービスを開始するなど、NGS市場

におけるトレンドをとらえた事業展開を図っております。 

Curio社は、先進的な空間解析用試薬を開発する米国のベンチャー企業であり、独自技術であるDNAバーコ 

ードビーズを用いた高密度・高解像度な空間解析を可能とする試薬を提供しております。 

今般、Curio社を当社グループの一員とし、Curio社の空間解析の基本技術と当社グループが培ってきた遺伝 

子工学技術・遺伝子解析技術とを組み合わせることで、高いシナジー効果を創出してまいります。具体的に

は、様々なシングルセル解析装置等に適合する汎用試薬の開発、Curio社の製品と当社製品とを組み合わせるこ

とによる高品質製品の開発と競合製品との差別化、Curio社の製品を用いた空間解析受託サービスの拡充などを 

推進してまいります。 

 

③企業結合日 

2025年１月15日（米国現地時間） 

なお、当社グループの在外子会社の決算日は12月31日であり、連結計算書類作成にあたっては12月31日の財

務数値を使用しているため、当該子会社については、翌連結会計年度から連結の範囲に含めることになりま

す。 

 

④企業結合の法的形式

株式取得 

 

⑤結合後企業の名称 

Curio Bioscience, Inc. 

 

⑥取得した議決権比率

100％ 

 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とする株式取得 

 

(2）被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金 40.5百万米ドル  

取得原価  40.5百万米ドル(注) 

(注)上記取得の対価のほか、総額150百万米ドルを上限として、複数の開発マイルストーンおよび売上マイルスト
ーンの達成時に追加の対価を支払う可能性があります。 

 

(3）主要な取得関連費用の内容および金額 

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 4,309千米ドル 

 

(4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間   

現時点では確定しておりません。 

  

(5）企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の額ならびにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 
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３．計算書類 

 

株主資本等変動計算書 
 

( 2024年４月１日から 
2025年３月31日まで ) 

（単位：百万円） 
 

 

株 主 資 本 

純 資 産 合 計 
資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金  

株主資本合計 
資 本 準 備 金 

その他利益剰余金 自 己 株 式 

繰越利益剰余金  

当 期 首 残 高 14,965 32,893 46,526 － 94,385 94,385 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当   △2,047  △2,047 △2,047 

当 期 純 利 益   209  209 209 

自 己 株 式 の 取 得    △0 △0 △0 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 

   
 

 － 

当 期 変 動 額 合 計 － － △1,837 △0 △1,837 △1,837 

当 期 末 残 高 14,965 32,893 44,688 △0 92,548 92,548 
 

（百万円未満は切り捨てて表示しております。）
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個 別 注 記 表 

 

（ 2024年４月１日から 
2025年３月31日まで ) 

 

重要な会計方針 

１．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

 

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

(2) デリバティブ 時価法 

(3) 棚卸資産 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転ファイナンス・ 

リース取引にかかるリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用

しております。 

所有権移転外ファイナンス・ 

リース取引にかかるリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき、計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 

４．重要な収益および費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する、主要な事業における主な履行義務の内容および履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。 

また、当社では、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており

ません。 
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(1) 試薬および機器 試薬および機器においては、主に試薬の製造販売、機器の販売を行

っております。国内の顧客への商品および製品の販売については、

出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間であるため、主に顧客に出荷した時点で収益を認識しており

ます。海外の顧客への商品および製品の販売については、主にイン

コタームズ等で定められた貿易条件に基づき、運送人引渡時点等の

支配が顧客に移転したと認識した時点で収益を認識しております。 

(2) 受託 受託においては、主に再生医療等製品関連、遺伝子解析・検査関連

受託等の短期の受託を行っております。このような取引について

は、契約に応じて、主に検収、受領、出荷等の支配が顧客に移転し

た時点で収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付にかかる会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用

の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会

計処理の方法と異なっております。 

(2) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替変動リスクのヘッジ

について振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用し

ております。 

ヘッジ方法とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 ロイヤリティ支払にともなう外貨建債務等 

ヘッジ方針 為替相場の変動による外貨建債権債務への影響を軽減するため、経

理規程に従いヘッジ対象にかかる為替相場の変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段である為替予約は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローを

固定することから、ヘッジ開始時およびその後においても継続して

キャッシュ・フローの変動が相殺されるものであるため、ヘッジ有

効性の判定は省略しております。 

 

貸借対照表注記 

１．関係会社に対する短期金銭債権 1,214百万円 

２．関係会社に対する短期金銭債務 374百万円 

３．有形固定資産の減価償却累計額 16,255百万円 

４．圧縮記帳  

 国庫補助金等により取得した固定資産から直接減額している圧縮記帳累計額は次のとおりであります。 

建物 

機械及び装置 

車両運搬具 

工具、器具及び備品 

ソフトウェア 

1,337 

3,122 

1 

524 

1 

百万円 

計 4,987 

 

損益計算書注記 

１．関係会社との取引高 

売上高 10,147百万円 

仕入高 5,195百万円 

営業取引以外の取引高 20百万円 
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株主資本等変動計算書注記 

自己株式の種類および株式数に関する事項 
 

 
当 事 業 年 度 
期首の株式数（株） 

当 事 業 年 度 
増 加 株 式 数 ( 株 ) 

当 事 業 年 度 
減 少 株 式 数 ( 株 ) 

当 事 業 年 度 
期末の株式数（株） 

普 通 株 式 － 113 － 113 

合 計 － 113 － 113 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加113株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

税効果会計関係注記 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

減損損失 26 百万円 

未払事業税 40  

退職給付引当金 248  

棚卸資産評価損 52  

賞与引当金 116  

資産除去債務 55  

減価償却費 30  

その他 49  

繰延税金資産小計 619  

評価性引当額 △55  

繰延税金資産合計 564  

繰延税金負債 △120  

繰延税金資産の純額 443  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 30.0 ％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △56.2  

地方税均等割 2.6  

外国源泉税 15.9  

評価性引当額の増減 20.2  

試験研究費等税額控除 △10.0  

税率変更による影響額 △2.3  

その他 △0.6  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.6  

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰り延べ税金負債の金額の修正 

税法の改正に伴い、翌々事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産および繰延税金負債に

ついては、法定実効税率を30.0%から31.0%に変更して計算しております。 

この変更により、当事業年度の繰延税金資産(繰延税金負債の金額を控除した金額)の金額は4百万円増加し、法

人税等調整額が4百万円増加しております。 

 

 

  



- 20 - 

 

関連当事者との取引関係注記 

子会社および関連会社 

（単位：百万円） 
 

種 類 会 社 等 の 名 称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 
宝日医生物技術
（北京）有限公司 

（所有） 
直接 100％ 

役 員 の 兼 任 
当社から製品を購入 

製品の販売 
（注）1 

4,609 売 掛 金 562 

子会社 
Takara Bio USA 
Holdings Inc. 

（所有） 
直接 100％ 

役 員 の 兼 任 
増資の引受 
（注）2 

3,159 - - 

 
（注）1 価格等の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、その都度交渉の上で決定しております。 

（注）2 子会社が行った増資を全額引き受けております。 

 

収益認識に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「重要な会計方針 ４．重要な収益および

費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 768円57銭 

１株当たり当期純利益 1円74銭 

 




